
（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

<細事業１> 青少年地域活動支援事業 細事業事業費（千円） 1,508
（１）参画と協働の主な手法（実績） 団体等への補助

主
な
取
組

①青少年地域活動団体への活動支援（補助金の交付）…581千円
②青少年健全育成に関する活動を行う、青少年育成市民会議への活動支援（補助金の交付）…927千円
③アステ市民プラザの空き室を活用した青少年の自主学習支援の試行

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 青少年支援事業 決算書頁 186

視点・政策 03 生きがい・06 育つ
施策 33　すべての子ども・若者の逞（たくま）しい成長を社会全体で支援します

所管部・課
教育推進部　社会教育課

こども未来部　こども若者相談センター
作成者

課長　村山　尚子
所長　木山　道夫

２．事業の目的

青少年団体や地域の諸団体と連携し、青少年の健全育成を推進する

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

14,344 △ 954一般財源

国県支出金 6 6

特定財源（その他）減価償却費

13,390総 事 業 費 13,396 14,344 △ 948

6,043 △ 3,997

職員人件費※ 11,350 8,301 3,049 地方債
内
　
訳

事業費 2,046

1 1
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

　①青少年地域活動団体への活動支援
　　異年齢の集団による仲間活動や子どもの自主性、社会性、創造性を高めるための活動の普及及び推進活動、
　イベント開催の支援などのために、川西市子ども会連絡協議会、川西リーダー隊、ボーイスカウト川西連絡会、
　ガールスカウト２団体に対し補助金を交付した。
　【川西市子ども会連絡協議会会員数及び青少年育成団体登録者数】

　②青少年育成市民会議への活動支援
　　青少年問題の重要性に鑑み、広く市民の総意を結集し、次代を担う青少年の健全な育成を推進することを目的
　に「川西市青少年育成市民会議」を開催し、あいさつ運動や見守り活動などの事業を行う中学校区単位の地区青
　少年育成市民会議の連絡調整とともに、啓発活動の支援等のために、補助金を交付した。

　③アステ市民プラザの空き室を活用した青少年の自主学習支援の試行
　　年齢が４０歳未満の市民を対象に、アステ市民プラザの空き室を利用した青少年の自主学習支援を試行した。
　　　利用者数：412人（9歳未満 0人、10代 337人、20代 44人、30代 31人）　延べ開設日数：51日

４．事業目的達成のための手段と成果

川西市子ども会連絡協議会会員数 （人） 青少年育成団体登録者 （人）
H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

25 18 18 18 175 160 140 131
474 484 474 388 95 49 56 61
204 202 219 163 42 34 34 30
703 704 711 569 312 243 230 222

育成者 川西リーダー隊
合計 合計

おとなのリーダーを含む

団体名
就学前児童 ボーイスカウト川西連絡会
小学生 ガールスカウト（３団合計）
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（２）Ｒ２年度の取組と成果

５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

・
　

・ ・

・
・

・ ・

青少年の健全育成に取り組む団体の会員数は減少傾
向にある。

青少年育成市民会議について、補助金の交付方法な
ど、同会のあり方を検討する必要がある。

ひきこもり、ニート、不登校などの困難を抱える若
者に対し、コロナ禍においても、より相談しやすい
窓口体制を構築する必要がある。

子ども・若者総合相談窓口について、コロナ禍における若者
の置かれた状況を念頭に置き、他機関との連携を深め、より
相談しやすく、相談に繋がりやすい体制を構築していく。

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

<細事業2> 子ども・若者総合支援事業 細事業事業費（千円）

①子ども・若者総合相談窓口の運営（会計年度任用職員への報酬等）…3,135千円
②子ども・若者支援地域協議会の開催
③子ども・若者総合支援グループミーティング等の開催

青少年地域活動団体の支援のあり方について検討していく。

青少年育成市民会議については、令和２年度末で一旦活動を
休止し、今後は地域学校協働本部の推進に合わせ、活動内容
を精査し、必要に応じて支援を行う。

子ども・若者総合相談窓口については、案内チラシを全戸配
布し、相談窓口の周知に努めたが、新型コロナウイルス感染
症の影響などにより、相談者数並びに相談件数は減少した。

前年度の水準を下回った。 ○

大きく向上した。

向上した。

前年度の水準に留まった。

市民の利便性や事業の効率性が、
青少年健全育成に取り組む各団体の会員数は、減少傾向にあ
る。また、新型コロナウイルス感染症の影響により、活動を
縮小した団体もみられた。

3,673
（１）参画と協働の主な手法（実績） 講座・フォーラム 団体等との共催・連携

主
な
取
組

①子ども・若者総合相談窓口の運営：子ども・若者総合相談窓口（概ね中学校卒業後から３９歳までの子ども・若
　者を対象）では、令和元年度から臨床心理士を配属し、困難を抱えている当事者や保護者からの相談に応じ、社
　会生活を円滑に営むことや就労を促すための助言を行い、支援機関を紹介した。

　

②子ども・若者支援地域協議会の開催：子ども・若者育成支援推進法の規定に基づく協議会を開催し、ケース事例
　についての情報共有と今後の支援の方針を協議した。
　【子ども・若者支援地域協議会の開催回数】１回（参加者５名）

③子ども・若者総合支援グループミーティング等の開催
　【相談者同士を合わせる小規模ミーティングの実施回数】１３回

R1年度 R2年度
87 54

515 283
11 7

相談者数
延べ相談件数
就業等につながった人数

（人・件）
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

<細事業１> 教育情報推進事業 細事業事業費（千円） 1,311,824
（１）参画と協働の主な手法（実績）

主
な
取
組

①ＧＩＧＡスクール構想に係る学校ネットワーク更新及びタブレット端末の調達・活用・・・1,248,996千円
②校務支援システムの管理（OA機器等使用料）・・・8,751千円  ③学校園ホームページ及び連絡メールの作成支
援及び管理・・・0円  ④校務用サーバ及び校務用PCの管理（OA機器等使用料）・・・43,239千円

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 教育情報推進事業 決算書頁 302

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 34　児童・生徒の学力を向上させます

所管部・課 教育推進部　教育保育課 作成者 課長  岡坂　憲一

２．事業の目的

分かりやすい授業、校務の効率化のために教育情報ネットワーク及びＩＣＴ機器等の整備と、活用の推進を図る

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

160,904 533,307一般財源

国県支出金 554,139 554,139

175,300 175,300

特定財源（その他）減価償却費 103,611 94,488 9,123

694,211総 事 業 費 1,423,650 160,904 1,262,746

58,115 1,253,709

職員人件費※ 8,215 8,301 △ 86 地方債
内
　
訳

事業費 1,311,824

1 1
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

①　ＧＩＧＡスクール構想に係る学校ネットワーク更新及びタブレット端末の調達・活用
（１）学校内ネットワークの更新
【取り組み】・市立学校２４校に敷設されている校内ネットワークの更新のため、既存のHUBやLANを更新し、全普
通教室に充電保管庫(354台）を設置した。
【成果】・タブレット端末を児童生徒が１人１台持つことで、ネットワーク回線にかかる負荷が大きくかかるように
なっても、児童生徒が円滑にタブレット端末を活用することができる。
（２）タブレット端末の調達・設定・活用推進
【取り組み】・市立学校在籍全児童生徒及び教員にタブレット端末の配備。（12347台）
・教員向け基本操作研修及び授業支援ソフト操作研修。GIGAスクールサポーター（4校に1名）の配置。
・端末持ち帰りに対応したフィルタリングソフトの導入。
・通信環境がない家庭に対して、モバイルＷｉ-Ｆｉルーター（534台）の貸与。
・家庭充電用ACアダプタの配付（9601個）
【成果】・ＧＩＧＡスクール構想の実現や新型コロナウイルス感染拡大防止のため、タブレット端末の早期導入が急
遽求められたが、市内全児童生徒に令和２年１２月に配備することができた。教員への研修を通して、教員がタブ
レット端末を学習に効果的に活用できるよう支援することができた。
・ＧＩＧＡスクールサポーターの配置により、タブレット端末の操作に不慣れな児童生徒が、学習に参加できるよう
に授業支援を行うことができた。また、端末のトラブル対応や、教員の相談に対応できた。
・タブレット配備と同時に、家庭への持ち帰りを行うことが可能となり、学校に登校できない状況になった際にも、
デジタルドリルやオンライン会議システムを活用し、学び続けることができた。

４．事業目的達成のための手段と成果
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

・
　

・

・ ・

・ ・

・

1人1台のタブレット端末が貸与され使用頻度が多く
なっている。そのため、端末の故障等で時間を要し、
児童生徒の使用に支障がでる。

業者への業務委託等、故障対応できる体制を整え、故障が
あっても早急に対応できる体制を検討していく。

教員の一人ひとりの専門性の向上に向け、タブレット
端末を授業で効果的に活用できるようにする必要があ
る。

ＧＩＧＡスクールサポーターを引き続き学校に配置し、ICTを
活用した授業支援の充実に努めていく。

夏季研修や学習ポータルサイトの充実等、教員が進んで研鑽
できる体制を整え、タブレット端末を効果的に活用できるよ
うにしていく。

②校務支援システム活用のための担当者研修の実施
【取り組み】Ｈ２９より校務支援システムを導入している。システム活用のために担当者に向けて集合研修を行っ
た。
【成果】・教職員が子どもたちと向き合う時間を増やすとともに、蓄積された情報を活用し、子どもたちにきめ細や
かな対応を行う時間を確保することができた。

③市立学校園所のホームページ及び緊急連絡メールの作成支援及び管理
【取り組み】
・市立学校園所のホームページの運営・管理を行った。
・緊急連絡メールの運営・管理を行った。
【成果】
・日常の教育・保育活動を保護者や地域住民に周知することで、学校園所の教育・保育活動の理解を得られる。
・行事等の最新情報を保護者・地域住民に知らせることができた。
・緊急を要する情報を保護者等登録者に知らせることができた。
・家庭のＩＣＴ環境調査等アンケートを実施して調査することができた。

④校務用サーバ及び校務用PCの管理
【取り組み】
・文書の共有を図るため校務用サーバを教育支援センターに設置し、校務で使用する文書を保存している。
・教職員に校務用端末を一人1台配備している。
【成果】
・校務で使用する文書等の資料は、教職員が誰でも確認できることや次年度に引き継いで
　いくことで、校務の効率化を図り、教職員が児童生徒と向き合う時間が確保できた。

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

通信環境がない家庭にモバイルルーターを貸し出す等、家庭
への支援を行うことができた。

前年度の水準を下回った。

大きく向上した。 ○

向上した。

前年度の水準に留まった。

市民の利便性や事業の効率性が、
１人１台のタブレット端末早期配付完了により、学習方法が
大きく変化している。周りの意見とすぐに見比べられる、知
りたい情報をすぐに得られる等学習がしやすくなっている。
新型コロナウイルス感染予防の影響で、学習に制限がある中
ＩＣＴ機器を活用して、情報活用能力を育成する学習を効果
的に行うことができた。

セキュリティUSB
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

外国語活動（小学校・特別支援学校）・外国語科（中学校・特別支援学校）の授業に人材を配置した。
①JETプログラムを活用し、小・中・特別支援学校の外国語活動・外国語科の授業におけるALT活用時数を拡充
　新たに、JETコーディネーターによる外国語授業の指導力向上サポートを実施
　　JETプログラム（The Japan Exchange and Teaching Programme）とは
　　　☞配置されるALTは、外務省が在外公館において選考、文部科学省が研修を実施後、県や市町村に配属
　　　☞JETプログラムによるALTの任用に係る普通交付税措置
           （標準団体規模１０万人）120．４万円
　　　　JET参加者実数×480万円程度(普通交付税・密度補正により人数に応じて加算）
　　　☞市教育委員会及び学校長が特に優秀であると認め、本人の希望があれば、最長５年の勤務が可能
②英語指導に長けた地域人材を希望する小学校の１・２年生に派遣し、外国語活動を体験する
③JET‒ALTが未配置となった小・中学校に、英語指導に長けた地域人材と民間企業のALTを追加配置

４．事業目的達成のための手段と成果

1 1
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

減価償却費

68,080総 事 業 費 73,416 62,331 11,085

54,030 △ 38,066

職員人件費※ 57,452 8,301 49,151 地方債
内
　
訳

事業費 15,964

62,089 5,991一般財源

国県支出金 5,336 242 5,094

特定財源（その他）

所管部・課 教育推進部　教育保育課 作成者 課長　高橋　忠大

２．事業の目的

外国語活動・外国語科の授業に外国語指導助手（ALT）等を配置し、児童・生徒の英語力の向上を図る

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 外国語教育推進事業 決算書頁 304

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 34　児童・生徒の学力を向上させます

<細事業１> 外国語教育推進事業 細事業事業費（千円） 65,201
（１）参画と協働の主な手法（実績）

主
な
取
組

① 外国語指導助手（ALT）（小・中・特別支援学校）（報酬）…47,142千円
② 英語指導に長けた地域人材（小学校・ALTの配置のない時間のみ）（報償費）…2,613千円
③ 民間企業のALT（ECC・ボーダリンク）（ALTの配置のない時間のみ）(委託料)　…11,855千円

 386



５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

・
　

・

・ ・

・ ・

年度後半に民間業者を活用し、ALTの全校配置が完了した。前年度の水準を下回った。 ○

大きく向上した。

向上した。

前年度の水準に留まった。

市民の利便性や事業の効率性が、
新型コロナウイルス感染症の影響でALTが入国できず、ALT
の全校配置が計画通り進まなかった。

各校とも一定期間ALT未配置が生じた。特に小学校では、
ALT未配置期間中、学級担任が１人で授業を行うこととな
り、ALTとのコミュニケーションをとる機会が減った。

年間標準授業数に占めるALT活用授業時数を高める必
要がある。（令和元年度：川西市14％、全国35％）

中学校へのALT複数配置を行うことで、年間標準授業時数に
占めるALT活用授業時数を高め、市立学校の児童・生徒の外
国語教育の充実を図る。

各学校の新規ALTと教員が連携して授業を進めること
が必要な状況にある。

新規JET‒ALTが教師と連携できるように、JETコーディネー
ターを継続的に活用することで授業の充実を図る。

 ●各校のALT配置状況と活用時数割合
　・6月～9月　　（小学校16校中7校、中学校7校中5校、特別支援学校1校中1校）
　・10月～12月  （小学校16校中12校、中学校7校中6校、特別支援学校1校中1校）
　・1月～3月　　（小学校16校中16校、中学校7校中7校、特別支援学校1校中1校）
        ☞JET‒ALTが新型コロナウィルス感染症拡大防止のため入国できなかった。そのため、年度途中から英語指
           導に長けた地域人材と民間企業のALTを活用した。
        ☞年度後半には、全校ALT１名配置を完了した。（一部の学校では、複数配置）
　・ALT活用時数割合は、英語教育実施状況調査（文部科学省）による。令和元年度実績が最新。

●外国語授業についてのアンケート調査結果
　・令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、アンケートを実施することができなかった。

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

①通訳*の派遣による成果
　*対象児童生徒３名が在籍する市立学校（２校）に１人あたり年間１２０時間（３時間×４０日）配置
　・児童生徒の学校生活への早期適応・心の安定・母語・母文化保持のサポートができた。
　・教員・保護者の連絡、児童生徒や教員とのコミュニケーションが円滑にできた。

②「生きる力」を育む教育実践事業を２校で実施
　・新型コロナウイルス感染症の影響で、実施できなかった学校もあるが、講師を招聘し、食の魅力について
　　理解を深め、食の基本である出汁の効果と取り方を学んだり、里山と人の関わりを知ったりすることで、
　　これからの自分の生活に生かそうと思うという感想が多く見られた。

③「プロから学ぶ創造力育成」事業の成果
　気象予報士の蓬莱大介氏や、（株）アシックスから講師を招聘し、キャリア教育を実施
　・今年度は市内の２中学校で講演を行い、中学生が今後何を為すべきか
　　を考えることができ、目標通り３年間で市内７中学校実施できた。
　・中学生がなぜ勉強するのかということや、毎日生活する中で身に付い
　　ている経験をどのように生かしていくか等、講師と会話しながら、主
　　体的に生徒が考え、生徒が発言することで対話的で深い学びができた。
　　生徒たちは目標達成に向けて継続的な努力の必要性を感じていた。

４．事業目的達成のための手段と成果

1 1
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

減価償却費

66,776総 事 業 費 123,402 26,738 96,664

18,437 88,757

職員人件費※ 16,208 8,301 7,907 地方債
内
　
訳

事業費 107,194

24,632 42,144一般財源

国県支出金 55,026 2,106 52,920

特定財源（その他） 1,600 1,600

所管部・課 教育推進部　教育保育課 作成者 課長　高橋　忠大

２．事業の目的

児童生徒の「生きる力」を育むことをめざし、学校に対し支援

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 学校教育支援事業 決算書頁 304

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 34　児童・生徒の学力を向上させます

<細事業１> 学校教育支援事業 細事業事業費（千円） 11,054
（１）参画と協働の主な手法（実績） 団体等との共催・連携

主
な
取
組

①日本語支援を必要とする外国人児童生徒及び保護者に対し、通訳を派遣（臨時傭人料）…634千円
②「生きる力」を育む教育実践事業（市内全小中学校対象）の実施（講師謝礼）…14千円
③「プロから学ぶ想像力育成」事業（講師謝礼）…150千円

「プロから学ぶ創造力育成事業」の様子
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（２）Ｒ２年度の取組と成果

（２）Ｒ２年度の取組と成果

５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

　 ・

・

・ ・

・ ・

・ ・

め細やかな対応を図ることができた。
部活動指導員とＩＣＴ部活動支援を整備し、生徒の安全性の
確保と専門的指導の充実が図れた。

前年度の水準を下回った。

大きく向上した。

向上した。 ○

前年度の水準に留まった。

市民の利便性や事業の効率性が、
学習の習慣化や、学習の進度を考えた時、小学校３・４年生
から始めるのが効果的ではないかという理由から、「きんた
くん学びの道場」を中学年対象に、新たに市内１校実施し、
学習の定着を図ることができた。
新型コロナウイルス感染症対策のための学習指導員を配置し
たことにより、複数の教員が児童生徒を見ることになり、き

94,355
（１）参画と協働の主な手法（実績） 市民等からの意見

主
な
取
組

【戦略１】①「きんたくん学びの道場」における学習支援員を全小学校に配置（臨時傭人料）…4,153千円
②ひょうごがんばり学びタイムによる指導補助員の配置（報償費）…314千円
③新型コロナウイルス感染症対策のための学習指導員配置事業（報償費）…46,459千円

新型コロナウイルス感染症の状況に応じて、「生き
る力」を育む教育実践事業を実施できるようにする
必要がある。

「生きる力」を育む教育実践事業を実施できるように、新型
コロナウイルス感染症対策を講じた実施方法に加え、オンラ
インによる実施も選択できるようにする予定である。

中学校の部活動では、生徒の健康安全をさらに高め
ることと、教員の負担軽減等を図る必要がある。

生徒や保護者からの意見を取り入れながら、部活動指導員の
拡充やＩＣＴ部活動支援をさらに活用することで生徒の健康
安全及び指導力の補完を目指す。

「プロから学ぶ創造力育成事業」では、中学校の実
情に合わせた取り組みを実施する必要がある。

「プロから学ぶ創造力育成事業」では、幅広い職種の中から
講師を選定するなど生徒の自己有用感や課題対応能力等の育
成を図る。

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

<細事業2> 基礎学力向上推進事業 細事業事業費（千円）

主
な
取
組

①部活動指導員の配置（臨時傭人料）…2,417千円
②部活動外部指導員（外部コーチ）の配置（業務委託料）…2,850千円
【戦略１】③ＩＣＴ部活動支援（業務委託料）…1,571千円

①部活動指導員の配置
　部活動における安全性の確保や指導体制の充実を図るため、市内１１名の部活動指導員を配置した。
②部活動外部指導員（外部コーチ）の配置
　部活動の安全性確保、専門的な指導の充実を図るため、市内１９名の外部指導員（外部）コーチを配置した。
【戦略１】③ＩＣＴ部活動支援の整備
　知識や経験が豊富なコーチからオンライン動画での遠隔指導を１４クラブで受け、指導力を補完できた。

【戦略１】①「きんたくん学びの道場」における学習支援員を全１６小学校と中学年を対象に新たに１校に実施
・新型コロナウイルス感染症の影響もあり、令和元年度より約１００名減の約３００名の参加があった。
・中学年対象の「きんたくん学びの道場」には２６名の参加があった。
②「きんたくん学びの道場」における指導補助員として市内７名を配置した。
③新型コロナウイルス感染症対策と学習内容の定着を図るため、原則小中学校に１名（大規模校は２名）を１週
　間当たり１２時間配置し、きめ細やかな学習指導を実施することができた。（１校のみ未配置）

<細事業３> 課外活動教育支援事業 細事業事業費（千円） 9,778
（１）参画と協働の主な手法（実績） 団体等との共催・連携
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

<細事業１> 教育研究事業 細事業事業費（千円） 6,296
（１）参画と協働の主な手法（実績） 団体等との共催・連携 団体等への委託 団体等への補助

主
な
取
組

①研究事業等委託事業の実施（業務委託料）　1,613千円
②オンラインによる教職員研修の実施（備品購入費）　676千円

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 教育研究事業 決算書頁 306

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 34　児童・生徒の学力を向上させます

所管部・課 教育推進部　教育保育課 作成者 課長　岡坂　憲一

２．事業の目的

教職員の資質と実践的指導力の向上を図る

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

15,669 △ 1,158一般財源

国県支出金

特定財源（その他）減価償却費

14,511総 事 業 費 14,511 15,669 △ 1,158

7,368 △ 2,374

職員人件費※ 9,517 8,301 1,216 地方債
内
　
訳

事業費 4,994

1 1
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

【取組】
①研究事業等委託事業の実施…校園内研究推進事業30校園、委託研究事業１校等
②オンラインによる教職員研修の実施…非違行為防止研修、教育実践発表大会、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　初任者研修、研究リーダー研修等
【成果】
①研究事業等委託事業の実施
　・各校園所内研究推進の取組成果を「かわにしの教育」にまとめ、教職員が学びを共有できるようにした。
　・委託研究事業では、いじめ未然防止・学校風土改善のための対策に役立てることを目的として、いじめの
　　実態把握調査を実施し、結果を基に教職員へ指導方法を研修することで、生徒への肯定的な声かけを行った。
②オンラインによる教職員研修の実施
　・教職員の資質向上に向け非違行為防止研修を新設し、情報管理と体罰防止について研修を実施した。
　　アンケート調査によると、参加者の９割以上が「今後の職務に生かせる内容であった」と回答した。
　・教育実践発表大会では、研究リーダーを中心に今後の研究・研修の在り方等について発表を基に意見交流を
　　行った。アンケート調査によると、参加者の約９割が「今後の職務に生かせる内容であった」と回答した。

４．事業目的達成のための手段と成果

【校園内研究推進事業】

実態把握に基く「授業のユニバーサルデザ

イン化」等、各校園の研究テーマに基づき、

研究に取組んだ。

【教育実践発表大会 参加者感想より】

今年度はコロナのため、多くの研修が

中止になってしまいましたが、今回、

Webでの開催となり、園内のみならず

外部での研修に参加することができ、

嬉しかったです。このような機会を大切

にしていきたいと思います。

【非違行為防止研修 参加者感想より】

児童の個人情報書類を手元に置いてPCを操作することが多い

です。使用後すぐに元の場所に片づけること、常日頃から整理

整頓を心掛けて片づけやすい環境を作っておくことが大切だと

学びました。 また、怒りのコントロールは自分の課題だと感じて

います。怒りを感じた時は感情コントロールに取り組む良い機会

だと思って、日々自分の感情と向き合っていきたいと思います。

【委託研究事業研修 参加者感想より】

子どもの問題の鍵を握る要素は家庭環

境ではなく、学校風土だという言葉に身

の引き締まる思いでした。我々、教師の

行動・言動一つ一つが子どもたちに大き

な影響を及ぼすということを改めて自覚し

て、教育に携わっていきたいと思います。
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（２）Ｒ２年度の取組と成果

５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

　

・

・ ・

・

・

教育研究事業については、研修体系全般の整理、オ
ンライン研修体制の整備、知識注入型研修の改善、
若手教員・管理職の育成体制の充実等の課題があげ
られる。
子ども自主活動支援事業については、コロナ禍にお
ける実施方法について見直す必要がある。

【成果】
　・コロナ禍の影響で、計画していたかわにし子どもプロジェクトチームの活動及び新規募集ができなかった。
　・第１回かわにし子どもプロジェクトチームの活動を中心に、子ども自主活動支援事業のPV(プロモーション
　　ビデオ)を作成した。
　≪PVの一部≫

教育研究事業については、オンラインを中心とした研究・研
修体制を構築し、多様なオンライン研修の在り方について試
行実施していくとともに、管理職研修・研究リーダー研修等
において、参加者が自らが考え意見を表明し、実際の課題解
決に資する研修の実現を目指す。

子ども自主活動支援事業については、子どもたちの意見を聞
く機会や方法について検討していく。

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

<細事業2> こども自主活動支援事業 細事業事業費（千円）

子ども自主活動支援事業については、PVを作成した。今後、
活動再開時等において活用し、より広く本事業の周知を図
る。

前年度の水準を下回った。 ○

大きく向上した。

向上した。

前年度の水準に留まった。

市民の利便性や事業の効率性が、

0
（１）参画と協働の主な手法（実績） 市民等からの意見 団体等との共催・連携 団体等への補助

主
な
取
組

①第１回かわにし子どもプロジェクトチーム取組総括　０円

教育研究事業については、コロナ禍の影響で教育講演会や研
究指定事業、夏季教職員研修等、実施できないものがあった
が、オンラインによる教職員研修実施のために環境を整備
し、非違行為防止研修・教育実践発表大会等を実施した。ア
ンケート調査によると、参加者の９割以上が「今後の職務に
生かせる内容であった」と回答した。

第２次

プレゼン

テーション

審査での、

発表の様

子。

きんたく

んパンの

実物を興

味深そうに

見入る様

子。

プロジェ

クトチー

ム・審査員

募集時に

各校で説

明する様

子。
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

①放課後子ども教室の実施
　小学校の放課後や週末、夏休みなどに学校の施設等を活用し、各小学校区の市民の方々などに放課後子ども教室
の運営を委託し、子どもの安心、安全な居場所づくりに努めた。
　放課後子ども教室の取り組みは、各々の地域の特性に応じ、地域のコミュニティと連携するなど工夫を行ってお
り、英語・漢字などの学習を中心とした教室から、お花・書道など文化的な教室、実験を中心とした体験教室、
ドッチボールや囲碁・将棋・百人一首など遊びの教室まで多岐にわたった。
　また、各放課後子ども教室への運営経費について、見直しを図った。
　令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、開催小学校区数、延べ開催日数、延べ参加人数が減少し
た。

４．事業目的達成のための手段と成果

3 2 1
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

減価償却費

29,276総 事 業 費 31,092 27,858 3,234

11,256 △ 8,125

職員人件費※ 27,961 16,602 11,359 地方債
内
　
訳

事業費 3,131

24,402 4,874一般財源

国県支出金 1,816 3,456 △ 1,640

特定財源（その他）

所管部・課
教育推進部　社会教育課
教育推進部　教育保育課
教育推進部　教育政策課

作成者
課長　村山　尚子
課長　高橋　忠大
課長　的場　秀樹

２．事業の目的

地域と学校が連携・協働して児童生徒の成長を支える活動の推進を図る

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 青少年育成事業 決算書頁 310

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 35　こころ豊かな児童・生徒を育みます

<細事業１> 青少年育成事業 細事業事業費（千円） 6,447
（１）参画と協働の主な手法（実績） 団体等への補助 審議会・検討会 団体等への委託

主
な
取
組

① 放課後子ども教室を実施する運営経費(業務委託料)　…2,281千円
② 地域学校協働活動推進員への報償費（委員報償費）…96千円
③ ＰＴA団体への活動支援（補助金）…328千円

放課後子ども教室 手話教室の様子
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

・
　

・

・ ・

・
・

・
・

新型コロナウイルス感染症拡大予防のため、PTAあり方検討
会の開催を見合わせた。

前年度の水準を下回った。 ○

大きく向上した。

向上した。

前年度の水準に留まった。

市民の利便性や事業の効率性が、
新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、放課後子ども教室の
開催小学校区数、延べ開催日数、延べ参加人数が減少した。

地域学校協働本部は令和2年度からの取組であり、地域学校
協働本部の体制づくりを中心に行ったが、新型コロナウイル
ス感染症拡大に伴い、活動は制限された。

放課後子ども教室での後継者不足を解決するため、地域学校
協働本部との連携・協働を図り、地域人材の発掘につなげ
る。
地域学校協働本部が無理なく持続可能で効果的な体制となる
よう、家庭・地域・学校の連携・協働について関係する部
署、地域団体、個人と連携を図りながら活動を進めていく。
PTA連合会やコミュニティ等と連携し、単位PTAの実態把握
に努めるとともに、その実態をもとに、PTAあり方検討会で
改善案等の協議を進める。

②地域学校協働本部の設置
　地域が主体的に学校運営に参画し、開かれた学校づくりに向けた体制を整備するために地域学校協働本部を清和
台南小学校、多田中学校、東谷中学校に設置した。地域学校協働本部の代表である地域学校協働活動推進員を各学
校区に１名教育委員会が委嘱し、地域学校協働活動について、地域住民に周知するなどし、地域学校協働本部の体
制づくりを進めた。
　
　

③PTA団体への支援に関する取り組み
　青少年の健全育成、学校教育と家庭教育の連携を図る活動の支援を行うため、川西市PTA連合会に283,000円、
川西市立幼稚園PTA連絡協議会に45,000円を補助金として交付した。

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

放課後子ども教室の課題として、後継者不足などが
あげられ、地域人材を発掘する必要がある。
地域学校協働活動推進員・協働活動支援員は地域・
学校の連携の様々な役を担う事になるが、全ての校
区に適切な人材を確保していくことが課題である。
PTAあり方検討会の1年目に中間報告した任意加入、
個人情報の課題等について単位PTAが改善を図っ
た。次の段階として、改善案のモデルを最終報告に
まとめる必要がある。
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

<細事業１> 学校人権教育推進事業 細事業事業費（千円） 172
（１）参画と協働の主な手法（実績） 団体等との共催・連携

主
な
取
組

①人権学習推進事業の実施（団体等との共催、連携）（講師謝礼等）144千円
②教職員対象人権研修会の実施（講師謝礼） 0千円

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 学校人権教育推進事業 決算書頁 310

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 35 こころ豊かな児童・生徒を育みます

所管部・課 教育推進部 教育保育課 作成者 課長 岡坂 憲一

２．事業の目的

学校人権教育の充実を図ることで、児童・生徒・保護者・教職員の人権意識を向上させる

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

8,842 △ 455一般財源

国県支出金

特定財源（その他）減価償却費

8,387総 事 業 費 8,387 8,842 △ 455

541 △ 369

職員人件費※ 8,215 8,301 △ 86 地方債
内
 
訳

事業費 172

1 1
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

【取組内容】

①人権学習推進事業の実施
・人権教育を学校教育の基盤とするために、川西市人権行政推進プラン及び川西市人権教育基本方針に基づき、あ
らゆる人権問題解決に向け人権教育の推進を行った。
・人権学習を市内幼稚園・こども園・小・中学校の子どもたちに向けて実施するよう働きかけて支援をした。
・視覚障害者・聴覚障害者との体験的な学習、国際理解教育等を通し、各種団体との共催・連携を進めた。

②教職員対象人権研修会の実施
・小中学校・特別支援学校の人権教育担当者へ教職員対象人権研修会を各校において行うよう指示し、資料提供を
行った。
・今日的な人権課題（外国人の子ども等に対する日本語指導等、性の多様性、いじめやインターネットによる人権
侵害等）においても、各校で研修テーマとして設定できるよう資料提供を行った。

４．事業目的達成のための手段と成果
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

・
 

・

・ ・

・
・

子どもたちや保護者の人権意識の向上を図る必要が
あり、人権学習推進事業の利用促進をさらに図ると
ともに、人権学習を充実させる必要がある。
今日的な人権課題について、教職員のさらなる意識
向上を図る必要がある。

【成果内容】

①人権学習推進事業の実施について
・学校園における人権教育の充実を図るとともに、変化していく人権課題に対応した「あらゆる人権課題について
の子どもの学習機会」を促進することを目指して、人権学習に伴う報償費の補助を実施することができた。

②教職員対象人権研修会の実施について
・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため講師を招聘しての集合研修は実施できなかったが、各校で研修テーマ
として設定できるよう資料提供を行い、人権課題に対する理解の促進を図ることができた。成果を把握するために
アンケート項目を見直すことについては、集合研修が実施できなかったことに伴いアンケートをとる機会がなかっ
たため、取り組むことができなかった。
【成果を示すデータ】

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

今日的な内容を含む人権課題に対して広く柔軟に対応するべ
く、人権学習推進事業の対象を保育所にも広げることによ
り、より多くの教育・保育の場において子どもや保護者、教
職員の人権意識の向上を図る。
性の多様性、インターネットによる人権侵害などの今日的な
人権課題を研修テーマとして取り上げ、教職員のさらなる人
権意識の向上を図る。

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、講師を招聘
しての研修等を行うことができなかった。

前年度の水準を下回った。

大きく向上した。

向上した。

前年度の水準に留まった。 ○

市民の利便性や事業の効率性が、
人権学習推進事業等により、子ども及び教職員の人権意識の
向上を図った。

今日的な人権課題の一つである性の多様性については、学習
課題として扱う学校が増加しており、具体的な対応等につい
て子ども及び教職員の理解を促すことができた。
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

●環境体験事業
・実施対象　　公立小学校３年生児童（各校１回以上）
・実施内容　　地域の自然にふれあい、地域の協力を得ながら自然観察など
　　　　　　　五感で感じるプログラムを行った。
・実施場所　　渓のサクラ、猪名川、虫生川、市内いちじく畑、黒川地区、
　　　　　　　キセラ公園水路、舎羅林山周辺など
・成果　　　　自然に触れることによって、自然に対する畏敬の念をはじめ、
　　　　　　　命の大切さや命のつながり、美しさに感動するなど心の豊かさを醸成した。
　　　　　　　各小学校が、独自のプログラムで、地域の良さを生かした環境体験学習を行うことができた。
●自然学校推進事業
・実施対象　　公立小学校５年生児童（２日間実施）
・実施場所　　県立嬉野台生涯教育センター、丹波少年自然の家、県立南但馬
　　　　　　　自然学校、知明湖キャンプ場　など
・実施内容　　あまごつかみ、丹波立杭焼体験、焼杉体験、カヌー体験　など
・成果　　　　学習の場を教室から自然の中に移し、児童が自然・地域社会と
　　　　　　　触れる中で理解を深めるなど、体験活動を通して児童が主体的に行動し問題解決するな能力など
　　　　　　　「生きる力」を育成できた。
・その他　　　市教育委員会では、体験活動の充実を図るため指導補助員を募り、人材バンクを構築し継続的な
　　　　　　　支援を目的とした人材確保を行っている。

４．事業目的達成のための手段と成果

1 1
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

減価償却費

29,727総 事 業 費 29,727 41,452 △ 11,725

33,151 △ 14,943

職員人件費※ 11,519 8,301 3,218 地方債
内
　
訳

事業費 18,208

29,734 △ 7一般財源

国県支出金 11,718 △ 11,718

特定財源（その他）

所管部・課 教育推進部　教育保育課 作成者 課長　高橋　忠大

２．事業の目的

児童・生徒の「生きる力」を育成する

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 小学校体験活動事業 決算書頁 318

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 35　こころ豊かな児童・生徒を育みます

<細事業１> 小学校体験活動事業 細事業事業費（千円） 18,208
（１）参画と協働の主な手法（実績） 団体等との共催・連携 団体等への委託

主
な
取
組

市内小学校３年生における環境体験事業（業務委託料）・・・  1,862千円
市内小学校５年生における体験活動（業務委託料）・・・・・16,346千円
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（２）Ｒ２年度の取組と成果

５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

　 ・

・ ・

・
・

・

満足度が伸び悩んだ。前年度の水準を下回った。 ○

大きく向上した。

向上した。

前年度の水準に留まった。

市民の利便性や事業の効率性が、
新型コロナウイルス感染症により事業を縮小し、小学校３年
生の環境体験活動事業は年３回以上から年１回以上に、小学
校５年生の自然学校推進事業は４泊５日から日帰りの２日間
に、小学校４年生の里山体験活動事業は実施しなかった。
新型コロナウイルス感染症拡大防止により体験活動の実施場
所の減少や、実施プログラムの縮小・変更等によって児童や

3,304
（１）参画と協働の主な手法（実績） 団体等との共催・連携 団体等への委託

主
な
取
組

里山体験学習（新型コロナウィルスの影響で事業を未実施）

市立小学校４年生が、日本一の里山である市内の黒川地区を舞台とした里山体験学習を実施することで、自然に対
する畏敬の念をはじめ、生命のつながり・生物多様性等を実感し、美しさに感動する豊かな心を育み、川西の持つ
豊かさ（ひと・歴史・文化・自然など）を活用し、心優しいふるさと意識の醸成を図ることを目的としていたが、
新型コロナウィルスの影響で実施を見送った。
　黒川地区の歴史や自然等について小学生に現地で体験学習を支援する目的で、事業実施当初から市教育委員会と
里山体験学習サポーター会が連携して事業を実施してきた。しかし、会員が減少してきたため、募集案内を北摂里
山大学にて配布する等、会員を広く募集し、その結果、５名程度から１９名にまで増員することができた。次年度
は里山体験学習サポーターを活用し事業の充実をしていく。

移動手段を含めて新型コロナウイルス感染症拡大防
止策を講じながら、例年と同様のプログラムを実施
する必要がある。

市教育委員会と里山体験学習サポーター会を含む、各種NPO
団体、活動施設が連携し、コロナ禍においても体験活動が実
施できるよう、代替プログラムの検討や新しいプログラムを

体験活動を充実させるためには、地域の参画が必要
であり、人材を確保する必要がある。

開発していく。
新型コロナウイルス感染症のまん延状況を見据えながら、効
率的にプログラムを実施していく。
インターネットを通して登録する人材バンクを活用し、自然
学校指導員を募集する。

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

<細事業2> 里山体験学習事業 細事業事業費（千円）
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

<細事業１> 中学校教育支援事業 細事業事業費（千円） 4,669
（１）参画と協働の主な手法（実績） 団体等との共催・連携 団体等への委託

主
な
取
組

①市内７中学校と川西養護学校のトライやる・ウィーク（業務委託料等）…4,210千円
②市内７中学校における進路指導（補助金等）…210千円

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 中学校教育支援事業 決算書頁 324

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 35 こころ豊かな児童・生徒を育みます

所管部・課 教育推進部 教育保育課 作成者 課長 高橋 忠大

２．事業の目的

トライやる・ウィークをはじめとするキャリア形成に資する体験活動の充実

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

10,519 2,365一般財源

国県支出金 5,100 △ 5,100

特定財源（その他）減価償却費

12,884総 事 業 費 12,884 15,619 △ 2,735

7,318 △ 2,649

職員人件費※ 8,215 8,301 △ 86 地方債
内
 
訳

事業費 4,669

1 1
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

①令和２年度トライやる・ウィーク         活動の様子
（１）実施対象
   中学２年生1,185名
   （市内中学校と川西養護学校）
（２）時 期
   10月～12月 各校１日
（３）体験活動内容
   ・例年5日間の職場での体験活動であった
   が、コロナ禍により、各校ごとで１日間の
   地域団体との地域貢献活動や環境体験活動
   等を行った。
   ・市主催の推進連絡会や推進協議会では、
   地域住民・代表者及び各種団体代表者が参
   加した。

４．事業目的達成のための手段と成果
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

・
 

・ ・

・ ・

・
・

今後生徒達が事業所訪問することを考え、事業所別
受入一覧表を活用し、各中学校と受入事業所が円滑
に体験準備を進められるよう支援する必要がある。

今後も学校と地域の方々、推進委員の方々、事業所の方々が
連携しながら、生徒たち一人ひとりにとって自分なりの生き
方をみつけられる様々な地域体験活動を検討していく。

時代の変遷とともに様々な職業が発展していくこと
を念頭に置き、地域と協力して幅広い職種の事業所
を確保していく必要がある。

昨今のICTの発展に伴い、ICT関係の事業所の開拓を検討して
いく。
生徒一人ひとりの適切な進路選択に向けて、各校の情報収集

コロナ禍であるものの、兵庫県が推奨している地域
参画の趣旨を踏まえた体験活動の充実を支援してい
く必要がある。

を行い、生徒・保護者に向けて情報提供を行う。

（４）成 果
  ・生徒たちは、働くことの意義や大切さを学べた。
  ・地域に貢献した活動を行い、地域を大切にする気持ちを持てた。
  ・コロナ禍においても、地域の方々からの支援があり、地域で生
   徒たちを見守る温かさを感じることができた。
 
（５）課 題
  ・生徒たちは例年行っていた事業所での５日間の職業体験を期待
   していたため、トライやる・ウィークの活動が充実していたと
   思う生徒の割合が51.9％であった。

②キャリア教育推進事業
（１）事業目的
   生徒が、学ぶことや働くこと、生きることの尊さを実感し、中学校卒業後の進路のみならず、
   将来の自己の在り方・生き方を考えるとともに、発達段階に応じて主体的に生涯の生活を設計し、
   社会とのつながりや社会における自らの役割等を考えることができるよう、支援する。
（２）実施対象
   市立７中学校の生徒及び保護者
（３）成果
   市立７中学校へキャリア教育の一環として生徒の実態に合わせた適切な進路実現に向けて進路学習を
   補助することができた。

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

前年度の水準を下回った。 ○

大きく向上した。

向上した。

前年度の水準に留まった。

市民の利便性や事業の効率性が、
コロナ禍による影響で、活動が１日となり、活動内容を各校
とも工夫したものの、例年に比べてトライやる・ウィークの
活動の充実度が減少した。
コロナ禍での活動であり、限定的な活動であったが、少しで
も体験できたことは、生徒が地域社会の一員であることを考
えるきっかけとなった。
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「トライやる・ウィークの一週間が充実していた」

と思う生徒の割合
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